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広報主体 広報企画室 広報会議 教員組織
広報類型 入試・法人広報 法人広報 教学広報
ステー クホルダー受験生 ◎ △ ◎
保護者 ◎ ◯ ◎
担任教員（高校等） ◎ ◯ △
OG/OB △ △ △
地域社会（自治体、企業、研究機関、NPO 等） △ ◯ ◎
マスコミ ◯ ◎ △
教職員 △ ◯ ◯




知覚する ◎ ◎ △
特徴を知る ◯ ◯ △
絆を作る △ △ ◎


















































































































月 新規訪問数 リピーター 平均リピート率（％）
2012年 7月 410 136 33.2
2012年 8月 309 146 47.2
2012年 9月 306 143 46.7
2012年10月 310 175 56.5
2012年11月 373 161 43.2
2012年12月 274 102 37.2
2013年 1月 382 131 34.3
2013年 2月 350 132 37.7
2013年 3月 397 165 41.6
2013年 4月  61  53 86.9
2013年 5月  24  60 250.0
2013年 6月  22  48 218.2
2013年 7月  19  15 78.9
2013年 8月   0   0 0.0
合計 3237 1467
平均リピート率 45.3
日時 新規訪問者数 リピーター 平均リピート率（％）
2012年 7月23日 55 24 43.6
2012年 8月27日 12  4 33.3
2012年12月17日 11  2 18.2
2013年 7月22日  0  0 0











































月 F.13-17 F.18-24 F.25-34 F.35-44 F.45-54 F.55-64 F.65+ M.13-17 M.18-24 M.25-34 M.35-44 M.45-54 M.55-64 M.65+
7月 1236 15326 1307 463 425 35 11 559 6687 1182 671 517 164 68
8月 314 5030 877 306 268 36 25 73 1598 680 434 399 119 47
9月（17日迄） 34 2119 205 63 89 6 0 28 748 225 112 99 17 4
























ては大きな影響がなかった一方で、SNS としての Facebook については、機
能していると考えられることが明らかになった。
　ただし、本研究で利用した学科公式ホームページの閲覧者データ及び
Facebook のリーチ数データについては、いずれも2013年の学科開設の前後
の約一年間のデータに限られていることから、統計学的な検証を行った結果
ではないこと、また、ホームページ及び Facebook へのアクセスデータについ
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ては、ユーザーの属性データの中でも、高校在籍の有無や学年といったデー
タは含まれていないことから断定的な結果とは言えない等、分析結果自体の
限定性があることを併記しておくとともに、今後の課題である。
5．補記
　最後に、前章までの大学の広報戦略における教学広報の役割の重要性と機
能、そしてそれを具体化するメディアの検討を踏まえ、教学広報のさらなる
役割について検討を加え、本学科の今後の課題を明らかにしていきたい。教
学広報の役割は、本来外向きと内向きのベクトルで作用すると考えられる。
外向きのベクトルでは、社会との関係性を強化する方向で作用し、内向きで
は、教育・研究力を向上する方向で作用すると捉えられる。前章までの検討
において、教学広報に期待される役割として、喚起意識のレベルにおいてス
テークホルダーとの間に「絆を作る」こと、さらにステークホルダーが入学
を「確信する」ことに繋げると述べた。この役割は、外向きのベクトルの作
用と捉えることができる。本稿の目的は、この点を主に検討するものであっ
た。その意味で、本稿は教学広報の二つの役割のひとつを検討したにすぎず、
もう一つが必然的に今後の課題となる。この点について、課題の概要を整理
しておきたい。内向きのベクトルの作用として、教育・研究力の向上を指摘
したが、「教学広報の実施即内向きの作用」が得られる性質のものではない
と考えられる。まず、外向きの作用があり、そのフィードバックとして内向
きの作用が見られる、すなわち、内向きの作用が、教育・研究力の向上につ
ながるものと捉えられる以上、外向きの作用に対して何らかのフィードバッ
クがあってはじめて教育活動や研究活動の改善につながるからである。こう
した側面から、内向きの作用を教育・研究力向上のための PDCA サイクル実
施の機会として捉えることが重要であろう。国際教養学科では、後で紹介す
るような教学広報を通じた教育活動・研究活動の向上に向けた様々な取り組
みが始まっている。しかし、現時点では個々の教員の学外への取り組みに学
生が参加する様子を教学広報モデルを利用して発信することにとどまってお
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り、適切なフィードバックを得て、教育活動と研究活動にどのように反映さ
せていくのか、そのプロセスの確立にまでは至っていない。今後、入り口と
しての入試広報に留まらず、3年後の就職活動を意識した出口広報も踏まえ
た教学広報の確立が求められる。
　また、本稿の目的として提示した教学広報モデルの積極的活用について
も、学科の教育・研究活動の充実に伴って、教学広報を確実なものにするた
めの体制作りも課題となる。教学広報への教員の積極的関与が必須ではある
ものの、教学広報の外向きと内向きの作用を有機的に結び付けて実施してい
くためには、教学広報を専門的に扱う人材の配置と学科内の体制作りが欠か
せない。具体的には教学広報を技術的にサポートし、かつフィードバック情
報を分析用に適切に整理していく能力を有した人材の配置が考えられるだろ
う。
　国際教養学科では、萌芽的な教育研究について、教員研究室をベースにし
ながらも、互いに協力しながら実践的な取り組みが行われつつあることを最
後にご紹介したい。例えば、宮川研究室においては、イオン株式会社と連携
して、フェアトレード商品の開発を学生主体で行っている。次年度、名古屋
において持続可能な開発のための教育（ESD）に関するユネスコ世界会議が
開催されることに合わせて、名古屋をフェアトレードタウン（注）として宣
言する活動が進んでいる。フェアトレード商品開発は、文字通り新商品の開
発という意味もあるが、名古屋で進行しているこうした活動に合わせて実施
しており、名古屋地域の活性化とフェアトレード商品の開発による国際協力
と持続可能な社会づくりを念頭におき、かつ若い人材の育成も同時に行って
いこうというもので、イオン株式会社と朝日新聞社との協力で進めている。
横山研究室では、三重県菰野町と連携した地域おこし活動が学生を巻き込ん
で行われている。
　城月研究室では、立命館大学や高知大学といった大学との連携で愛知県長
久手市におけるコンパクトシティ政策研究や、海外の大学と連携した国際
ワークショップへの参加なども学生を巻き込んで行われている。
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写真1：フェアトレード商品企画発表の様子（左）、 
イオン×外大タイアップ企画記事（右）
写真2：三重県菰野町との連携による地域プロデュース（左）、 
学生制作の公式菰野町ポスター（右）
写真3：専門ゼミでの国際ワークショップ（ISAGA）への参加
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注
1 1）本データは、保護者と受験生の大学選びにおける重視ポイントについて、あくまで全
体的な傾向を補助的に理解することを目的として比較したものであり、回答者属性、調
査趣旨、調査方法に共通性はないことを断っておく。
2 オーガニックリーチとは、ユーザー自身のニュースフィードまたはリアルタイムフィー
ド、もしくは Facebook ページで投稿を見た人の数を指す。
3 ある時点の2日前を起点として直近1週間のオーガニックリーチの数値を指す。
4 ただし、Facebook システム自体では、オーガニックリーチ数におけるオープンキャンパ
ス参加者数の割合を分析することは不可能であることから、一定程度の割合で想定され
ると述べるにとどめる。
